
国立大学法人京都大学旅費規則

（平成１８年６月６日総長裁定）

第１条 この規則は、国立大学法人京都大学旅費規程（平成１８年達示第３６号。以下

「規程」という ）第８条の規定に基づき、本学における旅費の支給に関し必要な事項。

を定めるものとする。

第２条 旅行の命令又は承認は、規程第３条第１項又は第２項の規定により当該旅行に

ついて命令又は承認する権限を有する者が定める方法により事前にその命令又は承認を

受けるものとする。

２ 旅行の依頼は、規程第３条第３項の招へい責任者（招へい責任者を置かない場合は

当該出張を計画した者等の本学職員）が当該部局の長に必要事項を届け出てその承認を

受けるものとする。

第３条 規程第３条第２項の委任又は専決は、あらかじめ委任する者又は専決する者を

指定して行うものとする。

第４条 規程第３条第３項の招へい責任者は、外国の大学、研究所その他教育研究機関

若しくは政府関係機関 国際協力関係団体等に所属し 又は外国に居住する研究者等 教、 、 （

育研究機関の管理運営若しくは教育研究支援に従事する者又はそれらの職にあった者

で、いずれも日本国籍を有する者を含む ）を本学が実施する国際会議、国際共同研究。

その他国際交流事業に招へいする場合その他職員等以外の者が本学の依頼に応じ、その

業務を行うために内国若しくは外国に旅行する場合において、規程第４条第２項又は第

３項の規定により、招へい責任者に旅費を支払い、又はその請求により旅費の一部又は

全部を旅行代理店又は宿泊施設等に支払うことが必要な場合に置くものとする。

２ 招へい責任者は、当該出張に係る必要事項について総括するものとし、当該出張を計

画した者等の本学の職員をもって充てる。ただし、経理責任者及び出納責任者が兼ねる

ことはできないものとする。

第５条 規程第４条第３項により、招へい責任者の依頼に応じて旅行する者に支払うと

きは、現金又は口座振込（当該旅行者の日本国内の口座に限る ）によるものとする。。

２ 規程第４条第３項により、招へい責任者が旅行代理店又は宿泊施設等に支払うこと

を請求することができるものは、招へい責任者が当該出張に係る航空券の手配等の手続

（ 。）を旅行代理店 社団法人日本旅行業協会における旅行業務の登録を行ったものに限る

に委託した場合及び招へい責任者が宿泊施設等を手配した場合とする。

３ 前項の場合における旅費は、航空券の手配等の手続を旅行代理店に委託した場合に

は当該委託による交通費を旅行代理店に、宿泊施設等を手配した場合には日当及び宿泊

料のうちから当該宿泊に係る費用を宿泊施設等に対し、当該旅行代理店又は宿泊施設等

からの請求に基づき支払う。この場合において、日当及び宿泊料に残額がある場合は、

その残額を当該旅行者又は招へい責任者に支払うことができる。

４ 規程第４条第４項の規定により当該損失について支給できる旅費は、次の各号に掲

げる事項及びこれに係る金額とする。

( ) 交通費又はホテル、旅館その他の宿泊施設の利用を予約するため支払った金額で、1
所要の払戻し手続をとったにもかかわらず、払戻を受けることができなかった額。た

だし、その額は、その支給を受ける者が、当該旅行についてこの規定により支給を受

けることができた交通費又は宿泊料の額をそれぞれ超えることができない。

( ) 赴任に伴う住所又は居所の移転のため支払った金額で、当該旅行についてこの規2



程により支給を受けることができた移転料の額の三分の一に相当する額の範囲内の額

第６条 規程第５条による別表第１表備考第２項の特別車両等の利用に関し必要な事項並

びに別表第２表備考及び別表第３表備考第４項の職員等以外の者に出張を依頼した場合

の当該職員等ごとに相当する職等の区分は、財務担当理事が別に定めるものとする。

２ 規程第５条による別表第３表の規定にかかわらず、第４条第１項に規定する本学が

実施する国際交流事業に研究者等を招へいする場合において、同表により難い事情が

あると認めるときは、規程第７条第２項の規定に基づき、当該日当又は宿泊料の額を

増額することがある。

３ 前項の増額に関し必要な事項は、国際交流を担当する理事が定めるものとする。

第７条 規程第６条第１項による旅費の請求手続は、当該出張及び赴任の終了後速やか

に、出張の場合にあっては別紙様式１若しくは様式２（規程第３条第４項の規定により

招へい責任者が旅費の請求をする場合に限る ）又は赴任の場合にあっては様式３によ。

り行うものとする。

２ 規程第６条第２項による旅費の請求手続は、原則として、当該出張の出発日の２週

間以上前に行うものとする。

３ 規程第６条第４項による旅費の精算手続は、別紙様式１又は様式２の精算欄を用いて

行うものとする。

第８条 職員等及び招へい責任者は、前条の旅費の請求において、次の各号の一に該当

する事由があるときは、その相当する額を減じて請求しなければならない。

( ) 自宅若しくは公用の宿泊施設に宿泊し、又は雇い上げバスを利用する場合1
雇い上げバスを利用する場合( )2
本学以外から交通費、滞在費又はその他の経費が支給される場合( )3

( ) その他当該出張の性質により、通常の旅費を要しない場合3
２ 前項の場合における旅費の請求は、別紙様式１、様式２又は様式３の備考欄に当該

事由を明示して行うものとする。

、 。３ 次の各号の一に該当する事由があるときは 規程第７条による調整を行うものとする

(1) 複数日にわたり連続して開催される研修等に参加する場合で、公用の宿泊施設に宿

泊する場合

( ) 旅行者が同一地域に滞在する場合で、当該滞在日数が３２日以上になる場合2
第９条 次表に定める旅費の請求に際しては、同表に定める書類を添付しなければな

らない。

種 類 対 象 添 付 書 類

航空賃（精算払） ① 領収書

内 国 航空賃 概算払 ① 見積書等額を確認できる書類

出 張 概算払 請求時 ② 領収書（既にチケットを購入済の場合）（ ）

（この場合①は不要）

精算時 ③ 領収書

（概算払請求時に②を添付済の場合不要）

交通費（精算払） ① 領収書

外 国 ② カバーチケット等現に搭乗した行程が確認できる

出 張 書類

様式１ 交通費 概算払 ① 日程表（旅行業者等が発行する渡航に係る行程を



を使用 概算払 請求時 記した書類）（ ）

② 見積書等額を確認できる書類

( )③ 領収書 既にチケット等を購入済の場合

（この場合②は不要）

精算時 ④ カバーチケット等現に搭乗した行程が確認できる

（①の行程と変更がなかった場合は省略でき書類

る ）。

⑤ 領収書

（概算払請求時に③を添付済の場合不要）

旅行雑費 ① その支払を証明する書類

① 交通費の領収書

外 国 ② カバーチケット等 現に搭乗した行程が確認できる

出 張 交通費並びに宿泊料 書類

（精算払） ③当該招へい者の受領書（領収書）

様式２ （当該招へい者へ現金を支払った場合）

を使用 ④宿泊施設等の領収書

（招へい責任者より宿泊施設等へ支払った場合）

⑤宿泊施設等の請求書

（規程第４条第３項適用の場合）

交通費並 概算払 ① 日程表（旅行業者等が発行する渡航に係る行程を

びに宿泊 請求時 記した書類）

料 ② 交通費の見積書又は額を確認できる書類

( )③ 交通費の領収書 既にチケット等を購入済の場合

（この場合②は不要）

④宿泊施設等の見積書

（規程第４条第３項適用の場合）

精算時 ⑤ カバーチケット等現に搭乗した行程確認できる

（①の行程と変更がなかった場合は省略でき書類

る ）。

⑥ 交通費の領収書

（概算払請求時に③を添付済の場合不要）

( )⑦ 当該招へい者からの受領書 領収書

（当該招へい者へ現金を支払った場合）

⑧宿泊施設等の領収書

（招へい責任者より宿泊施設等へ支払った場合）

⑨宿泊施設等の請求書

（規程第４条第３項適用の場合）

旅行雑費 ① その支払いを証明する書類



その他 第５条第４項各号 ① 損失及びその金額の支払を証明する書類

による予約等の取り

消しに伴う損失額

第１０条 規程に定めるもののほか、職員等が出張又は赴任のための旅行中に退職、休

職又は解雇となった場合及び死亡した場合は、旅費を支給する。

２ 前項の旅費の支給に関し必要な事項は、当該事案ごとに国家公務員等の旅費に関す

る法律（昭和２５年法律第１１４号）に準じて、財務担当理事が定めるものとする。

第１１条 規程及びこの規則に定めるもののほか、本学における旅費の支給に関し必要

な事項は、財務担当理事が定めるものとする。

２ 前項の場合において、財務担当理事は、必要に応じ権限の一部を他に委任すること

ができる。

附 則

この規則は、平成１８年７月１日から施行する。

附 則（平成１８年６月３０日総長裁定）

この規則は、平成１８年７月１日から施行する。


